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国
土
交
通
省
と
し
て
斎
藤
鉄
夫
国
交
大
臣
は
、
全
国
の
上
下
水
道
事
業
者
に
対
し
緊
急
点
検
の

結
果
を
踏
ま
え
た
「
上
下
水
道
施
設
の
耐
震
化
計
画
」
の
策
定
を
要
請
し
、
そ
の
計
画
に
基
づ
く

取
り
組
み
状
況
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
通
じ
、
全
国
の
「
上
下
水
道
施
設
の
耐
震
化
」
を
計
画

的
・
集
中
的
に
推
進
す
る
こ
と
に
よ
り
、
強
靭
で
持
続
可
能
な
上
下
水
道
シ
ス
テ
ム
の
構
築
を
明

言
し
た
。

　

水
道
行
政
は
60
年
以
上
、
厚
生
労
働
省
の
所
管
で
あ
っ
た
が
、
今
年
の
４
月
か
ら
国
土
交
通
省

へ
行
政
移
管
さ
れ
、
水
道
行
政
と
下
水
道
行
政
が
統
合
さ
れ
た
初
め
て
の
大
き
な
指
針
が
示
さ
れ

た
。
し
か
し
上
下
水
道
事
業
の
運
営
基
盤
強
化
や
、
施
設
規
模
の
適
正
化
、
大
規
模
災
害
時
の
対

応
策
な
ど
、
多
く
の
課
題
が
残
さ
れ
て
い
る
の
で
、
さ
ら
に
国
交
省
に
よ
る
変
化
の
時
代
に
合
わ

せ
た
水
イ
ン
フ
ラ
強
靭
化
へ
の
取
り
組
み
に
期
待
し
た
い
。

１
．
能
登
半
島
地
震
か
ら
の
教
訓

　

令
和
６
年
１
月
１
日
に
発
生
し
た
能
登
半
島
地
震
で
は
、
石
川
県
で
観
測
史
上
初
め
て
震
度

７
を
観
測
す
る
な
ど
非
常
に
激
し
い
揺
れ
を
生
じ
、
地
盤
の
隆
起
・
崩
落
や
津
波
、
液
状
化
現

象
な
ど
に
見
舞
わ
れ
た
被
災
地
で
は
、
最
大
約
14
万
戸
が
断
水
し
、
水
道
施
設
の
み
な
ら
ず
下

　

国
土
交
通
省
は
11
月
１
日
、
全
国
の
上
下
水
道
施
設
の
緊
急
点
検
の
結
果
を
公
表
し
、

重
要
施
設
の
耐
震
化
が
15
％
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。
２
０
２
４
年

元
日
に
起
き
た
能
登
半
島
地
震
で
は
、
最
大
約
14
万
戸
が
断
水
し
被
害
が
長
期
化
し
た
こ

と
を
受
け
、
全
国
の
上
下
水
道
事
業
者
を
対
象
に
緊
急
点
検
を
実
施
。
そ
の
結
果
、
避
難

所
や
災
害
拠
点
病
院
な
ど
「
重
要
施
設
」
約
２
万
５
千
箇
所
の
う
ち
、
水
道
管
や
下
水
道

管
が
す
で
に
両
方
と
も
耐
震
化
さ
れ
て
い
る
施
設
が
、
わ
ず
か
15
％
だ
っ
た
こ
と
が
判
明

し
た
。
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給
水
人
口
規
模
別
の
耐
震
化
率
を
見
る
と
、
50
万
人
以
上
の
事
業
者
は
約
75
％
に
対
し
、
給
水

人
口
１
万
人
以
下
の
事
業
体
は
約
27
％
の
耐
震
化
率
に
留
ま
っ
て
い
る
。
次
に
下
水
道
シ
ス
テ
ム

は
、
下
水
処
理
場
の
耐
震
化
率
は
約
48
％
、
下
水
管
路
網
は
約
72
％
、
下
水
ポ
ン
プ
場
は
46
％
で

下
水
処
理
対
象
人
口
別
で
は
、
水
道
と
は
逆
に
、
１
万
人
未
満
の
市
町
村
の
耐
震
化
率
は
、
約
58

％
で
あ
る
の
に
対
し
政
令
都
市
は
約
29
％
に
留
ま
る
な
ど
、
人
口
規
模
が
大
き
い
自
治
体
ほ
ど
、

耐
震
化
率
が
低
い
傾
向
が
あ
っ
た
。　

　

ま
た
前
述
の
数
値
は
、
全
国
の
平
均
値
で
、
都
道
府
県
別
で
は
、
さ
ら
に
大
き
な
開
き
が

あ
る
。
浄
水
場
施
設
の
耐
震
化
率
は
前
述
の
ご
と
く
全
国
平
均
は
43
％
で
あ
る
が
、
都
道
府

県
別
で
は
石
川
県
が
80
％
に
対
し
鹿
児
島
県
は
５
％
で
あ
る
。
ま
た
下
水
シ
ス
テ
ム
で
は
、

下
水
処
理
場
ま
で
の
流
入
配
管
の
耐
震
化
率
、
全
国
平
均
72
％
で
あ
る
が
、
滋
賀
県
が
99
・

６
％
、
山
口
県
が
６
％
と
全
国
格
差
が
非
常
に
大
き
い
こ
と
が
わ
か
る
。（
令
和
５
年
度
末
時

点
）

３
．
重
要
施
設
（
避
難
所
、
災
害
拠
点
病
院
な
ど
）
の
耐
震
化
率

　

避
難
所
や
災
害
拠
点
病
院
な
ど
へ
接
続
す
る
水
道
管
路
の
耐
震
適
合
化
率
の
全
国
平
均
は
約
39

水
道
施
設
に
も
甚
大
な
被
害
が
発
生
し
た
。
特
に
浄
水
場
や
配
水
池
、
下
水
処
理
場
に
直
結
す

る
管
路
等
の
上
下
水
道
シ
ス
テ
ム
の
基
幹
施
設
の
耐
震
化
が
未
実
施
で
あ
っ
た
こ
と
に
よ
り
、

広
範
囲
な
地
域
で
断
水
や
下
水
道
配
管
の
破
損
に
よ
り
漏
水
や
帯
水
が
発
生
し
、
復
旧
作
業
に

お
い
て
も
半
島
特
有
の
限
ら
れ
た
道
路
や
交
通
手
段
の
制
約
が
重
な
り
、
復
旧
に
長
い
期
間
を

要
し
た
。
一
方
で
耐
震
化
実
施
済
み
で
あ
っ
た
浄
水
場
や
下
水
処
理
場
で
は
、
施
設
機
能
に
重

大
な
影
響
を
及
ぼ
す
よ
う
な
被
害
が
確
認
さ
れ
て
お
ら
ず
、
事
前
防
災
と
し
て
の
上
下
水
道
施

設
の
耐
震
化
の
効
果
が
再
確
認
さ
れ
た
。
発
災
直
後
か
ら
国
交
省
の
主
導
に
よ
り
避
難
所
で
水

を
使
え
る
よ
う
に
す
る
た
め
に
、
水
道
職
員
と
下
水
道
職
員
が
互
い
に
連
携
を
と
り
、
優
先
的

に
復
旧
す
べ
き
地
区
や
施
設
の
確
認
や
復
旧
・
工
程
調
整
を
行
い
、
上
下
水
道
一
体
で
早
期
・

復
旧
を
図
っ
た
。

２
．
上
下
水
道
シ
ス
テ
ム
の
耐
震
化
の
状
況

　

地
震
大
国
と
言
わ
れ
て
い
る
日
本
で
あ
る
が
、
耐
震
化
は
遅
々
と
し
て
進
ん
で
い
な
い
。

最
初
に
水
道
施
設
か
ら
見
る
と
、
取
水
設
備
の
耐
震
化
は
全
国
平
均
で
約
46
％
、
導
水
管
は
34
％
、

浄
水
場
施
設
は
43
％
、
送
水
管
47
％
、
配
水
池
は
67
％
に
留
ま
っ
て
い
る
。
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％
で
あ
る
が
、
給
水
人
口
別
で
は
人
口
規
模
の
小
さ
い
事
業
者
ほ
ど
、
耐
震
適
合
化
率
が
低
い
傾

向
が
あ
る
。
都
道
府
県
別
で
は
約
15
～
91
％
の
幅
で
差
が
見
ら
れ
た
。
下
水
道
シ
ス
テ
ム
で
は
全

国
平
均
約
51
％
で
あ
る
が
、
人
口
規
模
の
少
な
い
市
町
村
ほ
ど
耐
震
化
率
が
低
い
傾
向
で
あ
っ
た
。

都
道
府
県
別
で
は
、
東
京
都
の
重
要
施
設
に
対
す
る
下
水
配
管
の
耐
震
化
率
は
81
％
で
、
山
口
県

は
17
％
と
全
国
最
下
位
で
あ
る
。

４
．
重
要
施
設
で
、上
水
道・下
水
道
の
管
路
が
両
方
と
も
耐
震
化
さ
れ
て
い
る
割
合

　

給
水
区
域
か
つ
下
水
道
処
理
区
域
内
で
、
接
続
す
る
水
道
管
や
下
水
道
管
が
両
方
と
も
耐
震
化

さ
れ
て
い
る
重
要
施
設
の
割
合
は
全
国
平
均
で
約
15
％
で
あ
り
、
市
町
村
の
人
口
別
で
は
約
４
～

21
％
、
都
道
府
県
別
で
は
０
～
52
％
の
幅
で
、
い
ず
れ
も
低
い
結
果
と
な
っ
て
い
る
。
都
道
府
県

別
で
上
下
水
道
両
方
が
既
に
耐
震
化
さ
れ
て
い
る
事
業
体
は
東
京
都
で
52
％
、
香
川
県
が
０
％
で

あ
る
。（
令
和
５
年
度
末
時
点
）

さ
い
ご
に

　

上
下
水
道
の
強
靭
化
に
対
す
る
国
土
交
通
省
へ
の
要
望
を
述
べ
る
。

　

国
土
交
通
省
に
は
道
路
や
鉄
道
な
ど
、
他
の
社
会
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
や
維
持
管
理
に
豊
富

な
経
験
が
あ
り
、
他
の
イ
ン
フ
ラ
と
統
合
的
に
水
道
・
下
水
道
の
管
理
を
行
い
、
こ
れ
に
よ

り
老
朽
化
し
た
イ
ン
フ
ラ
の
更
新
や
適
切
な
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
が
迅
速
に
お
こ
な
わ
れ
る
こ
と

を
期
待
し
た
い
。
国
土
交
通
省
は
、
他
の
イ
ン
フ
ラ
（
道
路
、
橋
、
河
川
改
修
な
ど
）
へ
の

補
助
金
に
よ
る
財
政
支
援
も
担
当
し
て
お
り
、
水
道
・
下
水
道
の
イ
ン
フ
ラ
の
維
持
管
理
に

も
必
要
な
資
金
調
達
を
総
合
的
に
行
え
る
メ
リ
ッ
ト
が
あ
り
、
自
治
体
ご
と
に
ば
ら
つ
き
が

あ
っ
た
設
備
の
更
新
や
財
政
状
況
の
改
善
が
統
合
的
に
実
施
さ
れ
る
可
能
性
が
高
ま
る
だ
ろ

う
。

　

一
方
、
上
下
水
道
の
ユ
ー
ザ
ー
で
あ
る
国
民
目
線
か
ら
は
、
上
下
水
道
料
金
の
適
正
な
る
安
定

化
や
、
水
質
（
飲
料
水
、
下
水
放
流
水
）
の
安
全
性
の
向
上
、
災
害
発
生
時
に
迅
速
な
る
水
の
供

給
、
下
水
道
管
の
復
旧
な
ど
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。
他
の
イ
ン
フ
ラ
整
備
と
同
じ
よ
う
に
水
道
・

下
水
道
事
業
の
運
営
に
つ
い
て
も
情
報
公
開
と
透
明
性
の
あ
る
説
明
を
求
め
る
声
が
強
ま
っ
て
お

り
、
特
に
料
金
改
定
や
老
朽
化
設
備
の
更
新
に
つ
い
て
国
民
が
納
得
で
き
る
説
明
が
重
要
で
、
こ

れ
ら
の
期
待
に
応
え
る
形
で
国
土
交
通
省
が
水
イ
ン
フ
ラ
の
強
靭
化
に
取
り
組
め
ば
、
国
民
か
ら

の
信
頼
と
支
持
が
得
ら
れ
る
だ
ろ
う
。
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